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                     議    案    目    次 

議案第 ６９ 号 令和５年度唐津市一般会計補正予算                     (別冊) 

議案第 ７０ 号 令和５年度唐津市一般会計補正予算                     (別冊) 

議案第 ７１ 号 令和５年度唐津市観光施設特別会計補正予算             (別冊) 

議案第 ７２ 号 唐津市税条例の一部を改正する条例制定について             １ 

議案第 ７３ 号 唐津市火災予防条例の一部を改正する条例制定について       ６ 

議案第 ７４ 号 高規格救急自動車購入契約締結について                   １０ 

議案第 ７５ 号 高度救命処置用資機材購入契約締結について               １１ 

議案第 ７６ 号 唐津市国民宿舎虹の松原ホテルの指定管理者の指定につ 
いて                                                   １２ 

議案第 ７７ 号 令和５年度唐津市一般会計補正予算の専決処分の承認に 
ついて                                                 １３ 

議案第 ７８ 号 唐津市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例 
の専決処分の承認について                               ２３ 

議案第 ７９ 号 唐津市税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認に 
ついて                                                 ２４ 

議案第 ８０ 号 唐津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決 
処分の承認について                                     ２８ 

報告第 ３ 号 令和４年度唐津市一般会計継続費繰越計算書の報告につ 
いて                                                   ３０ 

報告第 ４ 号 令和４年度唐津市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告 
について                                               ３２ 

報告第 ５ 号 令和４年度唐津市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告 
について                                               ３９ 

報告第 ６ 号 令和４年度唐津市有線テレビ事業特別会計繰越明許費繰 
越計算書の報告について                                 ４３ 

報告第 ７ 号 令和４年度唐津市水道事業会計継続費繰越計算書の報告 
について                                               ４５ 

報告第 ８ 号 令和４年度唐津市水道事業会計予算繰越計算書の報告に 
ついて                                                 ４７ 

報告第 ９ 号 令和４年度唐津市工業用水道事業会計予算繰越計算書の 
報告について                                           ５０ 

報告第 １０ 号 令和４年度唐津市下水道事業会計継続費繰越計算書の報 
告について                                             ５２ 



報告第 １１ 号 令和４年度唐津市下水道事業会計予算繰越計算書の報告 
について                                               ５４ 

報告第 １２ 号 令和４年度唐津市モーターボート競走事業会計継続費繰 
越計算書の報告について                                 ５７ 

報告第 １３ 号 令和４年度唐津市モーターボート競走事業会計予算繰越 
計算書の報告について                                   ５９ 



議案第７２号 

   唐津市税条例の一部を改正する条例制定について 

 唐津市税条例の一部を改正する条例を別紙のように制定するものとする。 

  令和５年６月１日 提出 

                     唐津市長 峰  達 郎     

 

 

提案理由  地方税法等の一部改正に伴い改正するものである。 
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唐津市条例第  号 

唐津市税条例の一部を改正する条例 

唐津市税条例（平成１７年条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

第３４条の９第２項中「又は」の次に「当該控除することができなかった金額の

うち法第３１４の９第２項後段に規定する還付をすべき金額により」を加え、「の

同項の」を「の前項の」に、「若しくは市民税に充当し」を「、個人の市民税若し

くは森林環境税を納付し、若しくは納入し」に、「に充当する」を「を納付し、若

しくは納入する」に改める。 

第３６条の３の２第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項と

し、同条第４項中「第２項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

３項中「前２項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２

項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の

１項を加える。 

２ 前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定による申告書を給与支払者を経由

して提出する場合において、当該申告書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該給与支払者を経由して提出した前項又は法第３１７条の３の２第１項の規

定による申告書（その者が当該前年の中途において次項の規定による申告書を当

該給与支払者を経由して提出した場合には、当該前年の最後に提出した同項の規

定による申告書）に記載した事項と異動がないときは、給与所得者は、施行規則

で定めるところにより、前項又は法第３１７条の３の２第１項の規定により記載

すべき事項に代えて当該異動がない旨を記載した前項又は法第３１７条の３の２

第１項の規定による申告書を提出することができる。 

第３８条の見出し中「方法」を「方法等」に改め、同条第１項中「によって」を

「により」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 森林環境税は、当該個人の市民税の均等割を賦課し、及び徴収する場合に併せ

て賦課し、及び徴収する。 

第４１条中「及び」を「、個人の」に、「の合算額」を「及び森林環境税額の合

算額」に、「によって」を「により」に改める。 
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第４４条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改

め、「均等割額」の次に「（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。次

項及び第５項において同じ。）」を加え、同条第２項中「においては」を「には」

に、「によって」を「により」に改め、同条第３項、第５項及び第６項中「によっ

て」を「により」に改める。 

第４６条中「又は」を「若しくは」に、「若しくは」を「又は」に改める。 

第４７条第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改

め、同条第２項中「通知によって」を「通知により」に、「第１７条の２の規定に

よって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤納金

とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができるものと

し、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、又

は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

第４７条の２第１項中「によって徴収することが」を「により徴収することが」

に、「においては」を「には」に改め、「及び均等割額」の次に「（これと併せて

賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この条及び第４７条の５において同

じ。）」を加え、「によって徴収する場合」を「により徴収する場合」に、「によ

って徴収する」を「により徴収する」に改め、同項第２号及び同条第２項中「によ

って」を「により」に改める。 

第４７条の６第１項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」

に改め、同条第２項中「方法によって」を「方法により」に、「第１７条の２の規

定によって」を「第１７条の２の２第１項第２号に規定する市町村徴収金関係過誤

納金とみなして、同条第３項、第６項及び第７項の規定を適用することができるも

のとし、当該市町村徴収金関係過誤納金により」に、「に充当する」を「を納付し、

又は納入することを委託したものとみなす」に改める。 

第８２条第１号エ中「及び」を「、」に改め、「３輪のもの」の次に「及び道路

運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条第１項第１３号の６に

規定する特定小型原動機付自転車」を加える。 

附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 
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附則第１０条の２に次の１項を加える。 

１６ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の１とする。 

附則第１０条の３第１３項を同条第１４項とし、同条第１２項を同条第１３項と

し、同条第１１項の次に次の１項を加える。 

１２ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に

係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定マンショ

ンに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、次に掲げる事項を記

載した申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲げる書類を添付して市長に

提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は

法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称） 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

(3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(4) 当該工事が完了した年月日 

(5) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合には、

３月以内に提出することができなかった理由 

附則第１５条の２第４項及び附則第１６条の２第３項中「１００分の１０」を

「１００分の３５」に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該 

各号に定める日から施行する。 

(1) 第８２条第１号エの改正規定及び附則第４項の規定（この条例による改正後

の唐津市税条例（以下「新条例」という。）附則第１６条の２第３項に係る部

分を除く。） 令和５年７月１日 

(2) 第３４条の９第２項並びに第３８条の見出し及び同条第１項の改正規定、同
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条に１項を加える改正規定並びに第４１条、第４４条、第４７条、第４７条の

２及び第４７条の６の改正規定並びに附則第１５条の２第４項の改正規定及び

附則第１６条の２第３項の改正規定並びに次項並びに附則第４項（新条例附則

第１６条の２第３項に係る部分に限る。）及び第５項の規定 令和６年１月１

日 

(3) 第３６条の３の２の改正規定及び附則第３項の規定 令和７年１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

２ 前項第２号に掲げる規定による改正後の唐津市税条例の規定中個人の市民税に

関する部分は、令和６年度分以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和

５年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第３６条の３の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に支払を受け

るべき唐津市税条例第３６条の３の２第１項に規定する給与（以下この項におい

て「給与」という。）について提出する同条第１項の規定による申告書について

適用し、同日前に支払を受けるべき給与について提出した同項の規定による申告

書については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

４ 新条例第８２条第１号エ及び附則第１６条の２第３項の規定は、令和６年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車

税の種別割については、なお従前の例による。 

５ 新条例附則第１５条の２第４項の規定は、附則第１項第２号に掲げる規定の施

行の日以後に取得された３輪以上の軽自動車に対して課すべき軽自動車税の環境

性能割について適用し、同日前に取得された３輪以上の軽自動車に対して課する

軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。 
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議案第７３号 

   唐津市火災予防条例の一部を改正する条例制定について 

 唐津市火災予防条例の一部を改正する条例を別紙のように制定するものとする。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

 

 

提案理由  対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱い

に関する条例の制定に関する基準を定める省令等の一部改正に伴い改正

するものである。 
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唐津市条例第  号 

   唐津市火災予防条例の一部を改正する条例 

 唐津市火災予防条例（平成１７年条例第３３９号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第

２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付自転車を

いう。第１２号において同じ。）をいう。以下この条において同じ。）に」を「自

動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類するものをいう。以下同

じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するためのものをいう。

以下同じ。）を用いて」に、「及び全出力２００キロワットを超えるものを除

く。）をいう」を「を除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を有する設備

本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納する設備で、変圧する

機能を有しないものをいう。以下同じ。）により構成されるものをいう。以下同

じ。）にあっては、充電ポストを含む」に改め、同項第１号ただし書中「不燃材料

で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは」を「次に掲げるも

のにあっては」に改め、同号に次のように加える。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

第１１条の２第１項第２号に次のただし書を加える。 

ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。 

第１１条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項第

７号中「急速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクターが電気自動車等

に接続され、」に、「接続部が」を「コネクターが当該電気自動車等から」に改め、

同項第１１号中「緊急停止させることができる措置を講ずる」を「緊急に停止する

ことができる装置を、当該急速充電設備の利用者が異常を認めたときに、速やかに

操作することができる箇所に設ける」に改め、同項第１２号中「自動車等」を「急

速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「（充電用ケーブルを電気自

動車等に接続するための部分をいう。以下この号において同じ。）」を削り、同項

第１６号中「当該蓄電池」の次に「（主として保安のために設けるものを除
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く。）」を加え、同項中第１８号を第１９号とし、第１７号を第１８号とし、第 

１６号の次に次の１号を加える。 

(17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主とし

て保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

第１６条第１項中「いう。」の次に「以下同じ。」を加える。 

第２３条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による標識を設ける

ときは、別表第７に定めるものとしなければなら」を「健康増進法（平成１４年法

律第１０３号）第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける場合においては

この限りで」に改め、同項を同条第３項とし、同項の次に次の１項を加える。 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設けるとき

は、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては、

国際標準化機構が定めた規格第６３０９号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合す

るものとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては、国際

標準化機構が定めた規格第７００１号又は日本産業規格Ｚ８２１０に適合するも

のとしなければならない。 

第２３条第５項中「前項」を「第３項」に改める。 

別表第７を次のように改める。 

別表第７ 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年１０月１日から施行する。ただし、第１６条及び第２３

条並びに別表第７の改正規定並びに附則第３項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事がさ

れているこの条例による改正後の唐津市火災予防条例第１１条の２第１項に規定

する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、な

お従前の例による。 

３ この条例による改正後の唐津市火災予防条例第２３条第３項第２号の規定の適
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用については、当分の間、同号中「喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室

標識又は健康増進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第７８号）附則第３

条第１項の規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に規定す

る指定たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとする。 
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議案第７４号 

   高規格救急自動車購入契約締結について 

 高規格救急自動車購入契約を次のとおり締結するものとする。 

令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

 

１ 契 約 の 目 的  高規格救急自動車（２台）購入 

２ 契 約 の 方 法  指名競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  金３６,４１０,０００円 

４ 契約の相手方  佐賀県唐津市和多田天満町一丁目１番９号 

        佐賀トヨタ自動車株式会社唐津店 

        店長 小 野  仁 

  

  

提案理由  地方自治法第９６条第１項第８号及び唐津市議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により提案するも

のである。 
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議案第７５号 

   高度救命処置用資機材購入契約締結について 

 高度救命処置用資機材購入契約を次のとおり締結するものとする。 

令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

 

１ 契 約 の 目 的  高度救命処置用資機材（２セット）購入 

２ 契 約 の 方 法  指名競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  金２７,５４４,０００円 

４ 契約の相手方  佐賀県佐賀市駅前中央二丁目８番５－１００２号 

        有限会社タックメディカル佐賀営業所 

        代表取締役 千 々 和 隆 廣 

  

  

提案理由  地方自治法第９６条第１項第８号及び唐津市議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により提案するも

のである。 
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議案第７６号 

唐津市国民宿舎虹の松原ホテルの指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定する。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

 

１ 管理を行わせる公の施設の名称 

  唐津市国民宿舎虹の松原ホテル 

２ 指定管理者となる団体の名称 

  株式会社ＶＩＬＬＡＧＥ ＩＮＣ 

３ 指定の期間 

  令和５年１０月１日から令和９年３月３１日まで 

 

 

提案理由  唐津市国民宿舎虹の松原ホテルの指定管理者を指定したいので、地方

自治法第２４４条の２第６項の規定により提案するものである。 
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議案第７７号 

令和５年度唐津市一般会計補正予算の専決処分の承認について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

 

   専 決 処 分 書 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

  令和５年４月１４日 

唐津市長 峰  達 郎     

 

令和５年度 唐津市一般会計補正予算（第１号） 

令和５年度唐津市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額 73,552,721 千円に歳入歳出それぞれ 224,571 千円を

追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 73,777,292 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 
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議案第７８号 

   唐津市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例の専決処分の 

   承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

  令和５年６月１日 提出 

                   唐津市長 峰  達 郎     

 

   専 決 処 分 書 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

  令和５年５月８日 

                      唐津市長 峰  達 郎 

 

唐津市条例第  号 

唐津市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例 

 唐津市職員特殊勤務手当支給条例（平成１７年条例第５６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 附則第６項及び第７項を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に改正前の唐津市職員特殊勤務手当支給条例附則第６項

及び第７項の規定による特殊勤務手当に該当する業務に従事したことにより支給

することとなった特殊勤務手当で、同日以後に支給するものについては、なお従

前の例による。 
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議案第７９号 

   唐津市税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

 

専 決 処 分 書 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

  令和５年３月３１日 

唐津市長 峰  達 郎     

 

唐津市条例第  号 

唐津市税条例の一部を改正する条例 

唐津市税条例（平成１７年条例第６２号）の一部を次のように改正する。 

第４６条中「又は」の次に「第５号の１５の２様式若しくは」を加え、「によっ

て」を「により」に改める。 

第４８条第１項及び第５項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の

２様式」を加える。 

第５０条第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様式」を

加え、同条第２項中「においては」を「には」に改める。 

第９８条第１項及び第５項並びに第１０１条第１項中「第３４号の２の５様式」

の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加える。 

附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、第６３

条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第１５条

第２５項第１号イ」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を
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「附則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２６項

第１号ハ」を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第６項中「附則第 

１５条第２６項第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号ニ」に改め、同条第７

項中「附則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第２号イ」に改

め、同条第８項中「附則第１５条第２６項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第

２号ロ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２６項第２号ハ」を「附則第１５

条第２５項第２号ハ」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第２６項第３号イ」

を「附則第１５条第２５項第３号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第 

２６項第３号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同条第１２項中

「附則第１５条第２６項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、

同条第１３項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第３２項」に改め、同

条第１４項中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第４３項」に改め、同条

第１６項を削る。 

附則第１０条の３第１２項中「附則第７条第１３項」を「附則第７条第１７項」

に改める。 

附則第１５条の２を削り、附則第１５条の２の２を附則第１５条の２とする。 

附則第１５条の６第３項を削る。 

附則第１６条第１項中「第８項」を「第４項」に改め、同条第２項中「令和２年

４月１日から令和３年３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和８年３月 

３１日まで」に、「令和３年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属す

る年度の翌年度分」に改め、同条第３項から第６項までを削り、同条第７項中「附

則第３０条第７項」を「附則第３０条第３項」に、「３輪以上のガソリン軽自動

車」を「３輪以上の法第４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下

この項及び次項において「ガソリン軽自動車」という。）」に改め、「、当該ガソ

リン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号

指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和

５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回

車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第３項の表の左欄に掲げ
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る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句」を

「同条第２号ア（イ）中「３，９００円」とあるのは「２，０００円」と、同号ア

（ウ）ａ中「６，９００円」とあるのは「３，５００円」」に改め、同項を同条第

３項とし、同条第８項中「附則第３０条第８項」を「附則第３０条第４項」に改め、

「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に

初回車両番号指定を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を

削り、「令和５年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に、「令和５年度分」を

「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第４項の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句」を「同条第２号ア（イ）中「３，９００円」とあるのは「３，０００

円」と、同号ア（ウ）ａ中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」」に改め、

同項を同条第４項とする。 

附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改める。 

附則第２４条中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」とい

う。」を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の唐津市税条例（以下「新条

例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和５年度以後の年度分の

固定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税については、なお従

前の例による。 

３ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項において

「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第

７号）附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において「中小

事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において

－26－



同じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項において「特例対象資

産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリース取引（以下この項にお

いて「リース取引」という。）に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用

させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当

する特例対象資産を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合におけ

る当該特例対象資産を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前

の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

４ 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得されたこの条例

による改正前の唐津市税条例附則第１５条の２及び第１５条の６第３項に規定す

る３輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割については、なお

従前の例による。 

５ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種別割

について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前

の例による。 
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議案第８０号 

   唐津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の専決処分の承認に 

ついて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

 

専 決 処 分 書 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のと

おり専決処分する。 

令和５年３月３１日 

                      唐津市長 峰  達 郎     

 

唐津市条例第  号 

   唐津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 唐津市国民健康保険税条例（平成１７年条例第６９号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条第３項ただし書中「２０万円」を「２２万円」に改める。 

第２３条第１項中「２０万円」を「２２万円」に改め、同項第２号中    

「２８５，０００円」を「２９万円」に改め、同項第３号中「５２万円」を  

「５３５，０００円」に改める。 

第２３条の２中「第２４条の２」を「第２４条の２第１項」に改める。 

第２４条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を証明す

る書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定するものをい

う。）」に改める。 

附則第４項中「第２３条第１項」を「第２３条」に、「同項」を「同条第１項」

に改める。 
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附則第５項、第６項、第８項から第１１項まで、第１４項及び第１５項中「第 

２３条第１項の」を「第２３条の」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の唐津市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 
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報告第３号 

   令和４年度唐津市一般会計継続費繰越計算書の報告について 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定により次

のとおり予算繰越しをしたので、同項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

                     唐津市長 峰  達 郎     
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報告第４号 

   令和４年度唐津市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により次のとお 

り予算繰越しをしたので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６ 

条第２項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

                      唐津市長 峰  達 郎     
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報告第５号 

   令和４年度唐津市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第３項ただし書の規定により 

次のとおり予算繰越しをしたので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号） 

第１５０条第３項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

                     唐津市長 峰  達 郎     

－39－
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報告第６号 

令和４年度唐津市有線テレビ事業特別会計繰越明許費繰越計算書の報 

告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により次のとお 

り予算繰越しをしたので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６ 

条第２項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

                      唐津市長 峰  達 郎     
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報告第７号 

令和４年度唐津市水道事業会計継続費繰越計算書の報告について 

 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条の２第１項の規定

により次のとおり予算繰越しをしたので、同項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

                      唐津市長 峰  達 郎 

－45－
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報告第８号 

令和４年度唐津市水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定により次の

とおり予算繰越しをしたので、同条第３項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     
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3
,0

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

1
4
,5

2
0
,0

0
0

1
4
,5

2
0
,0

0
0

1
4
,5

2
0
,0

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

4
,6

9
7
,0

0
0

4
,6

9
7
,0

0
0

4
,6

9
7
,0

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

5
3
,9

1
4
,3

0
0

5
3
,9

1
4
,3

0
0

3
5
,9

4
2
,5

6
8

1
7
,9

7
1
,7

3
2

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

8
,1

7
3
,0

0
0

8
,1

7
3
,0

0
0

8
,1

7
3
,0

0
0

世
界

的
な

情
勢

に
よ

る
電

子
部

品
の

供
給

不
足

に
伴

い
、

流
量

計
の

製
作

工
程

が
大

幅
に

遅
延

し
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の
伊

岐
佐

配
水

池
配

水
流

量
計

更
新

工
事

関
係

機
関

の
工

事
等

の
遅

れ
に

よ
っ

て
、

工
程

調
整

に
不

測
の

日
数

を
要

し
た

こ
と

に
よ

り
、

着
工

時
期

に
遅

れ
が

生
じ

、
年

度
内

の
事

業
完

了
が

困
難

と
な

っ
た

も
の

大
手

口
佐

志
線

（
４

工
区

）
無

電
柱

化
推

進
計

画
事

業
に

伴
う

配
水

管
移

設
（

4
-
1
）

工
事

交
通

誘
導

員
の

手
配

調
整

に
不

測
の

日
数

を
要

し
た

こ
と

に
よ

り
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の
呼

子
町

殿
ノ

浦
地

区
舗

装
復

旧
（

4
-
2

）
工

事

説
明

世
界

的
な

情
勢

に
よ

る
電

子
部

品
の

供
給

不
足

に
伴

い
、

動
力

盤
の

製
作

工
程

が
大

幅
に

遅
延

し
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の
久

里
第

２
浄

水
場

上
水

系
電

気
設

備
更

新
工

事

入
札

不
調

に
よ

り
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の

久
里

第
２

浄
水

場
Ｐ

Ａ
Ｃ

タ
ン

ク
等

更
新

工
事

世
界

的
な

情
勢

に
よ

る
電

子
部

品
の

供
給

不
足

に
伴

い
、

動
力

盤
の

製
作

工
程

が
大

幅
に

遅
延

し
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の
志

気
第

１
、

第
２

中
継

ポ
ン

プ
所

電
気

設
備

更
新

工
事

令
 和

 ４
 年

 度
  
　

唐
 津

 市
 水

 道
 事

 業
 会

 計
 予

 算
 繰

 越
 計

 算
 書

款
項

事
業

名
予

算
計

上
額

支
払

義
務

発
生

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

不
用

額

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
棚

卸
資

産
の

購
入

限
度

額
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負
担

金
企

業
債

当
年

度
損

益
勘

定
留

保
資

金

説
明

款
項

事
業

名
予

算
計

上
額

支
払

義
務

発
生

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

不
用

額

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
棚

卸
資

産
の

購
入

限
度

額

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

3
8
,1

2
7
,1

0
0

3
8
,1

2
7
,1

0
0

2
4
,9

0
0
,0

0
0

1
3
,2

2
7
,1

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

2
4
,2

4
7
,3

0
0

2
4
,2

4
7
,3

0
0

1
5
,6

0
0
,0

0
0

8
,6

4
7
,3

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

4
0
,3

3
9
,2

0
0

4
0
,3

3
9
,2

0
0

2
5
,5

0
0
,0

0
0

1
4
,8

3
9
,2

0
0

和
多

田
天

満
町

地
区

他
の

老
朽

管
更

新
に

関
連

し
た

配
水

管
改

良
工

事
の

入
札

不
調

に
よ

り
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の
和

多
田

天
満

町
地

区
他

老
朽

管
改

良
（

4
-
2

）
工

事

唐
房

地
区

の
老

朽
管

更
新

に
関

連
し

た
配

水
管

改
良

工
事

の
入

札
不

調
に

よ
り

、
年

度
内

の
事

業
完

了
が

困
難

と
な

っ
た

も
の

唐
房

地
区

老
朽

管
改

良
（

4
-
1

）
工

事

海
岸

通
地

区
の

老
朽

管
更

新
に

関
連

し
た

配
水

管
改

良
工

事
の

入
札

不
調

に
よ

り
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の
海

岸
通

地
区

老
朽

管
改

良
（

4
-
1

）
工

事
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報告第９号 

令和４年度唐津市工業用水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定により次の

とおり予算繰越しをしたので、同条第３項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

－50－



　
地
方

公
営
企

業
法

第
２
６

条
第

１
項

の
規
定

に
よ

る
建
設

改
良

費
の

繰
越
額

負
担

金
企

業
債

当
年

度
損

益
勘

定
留

保
資

金

円
円

円
円

円
円

円
円

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

工
業

用
水

計
装

設
備

等
更

新
工

事
11

,5
17

,0
00

11
,5

17
,0

00
11

,5
17

,0
00

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
棚

卸
資

産
の

購
入

限
度

額

説
明

世
界

的
な

情
勢

に
よ

る
電

子
部

品
の

供
給

不
足

に
伴

い
、

流
量

計
の

製
作

工
程

が
大

幅
に

遅
延

し
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の

令
 和

 ４
 年

 度
  
　

唐
 津

 市
 工

 業
 用

 水
 道

 事
 業

 会
 計

 予
 算

 繰
 越

 計
 算

 書

款
項

事
業

名
予

算
計

上
額

支
払

義
務

発
生

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

不
用

額
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報告第１０号 

令和４年度唐津市下水道事業会計継続費繰越計算書の報告について 

 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条の２第１項の規定

により次のとおり予算繰越しをしたので、同項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

                      唐津市長 峰  達 郎 

－52－



予
算

計
上

額
前

　
年

　
度

逓
次

繰
越

額
計

国
県

補
助

金
企

業
債

当
年

度
損

益
勘

定
留

保
資

金

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

唐
津

市
浄

水
セ

ン
タ

ー
細

目
除

塵
機

改
築

事
業

1
45

,0
00

,0
0
0

30
,4

90
,0

00
30

,4
9
0,

00
0

30
,4

90
,0

00
30

,4
90

,0
00

15
,2

45
,0

00
15

,2
0
0,

00
0

4
5,

00
0

翌
年

度
逓

次
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
棚

卸
資

産
の

購
入

限
度

額

継
続

費
の

総
額

令
　

和
　

４
　

年
　

度
　

継
　

続
　

費
　

予
　

算
　

現
　

額

残
　

額

令
 和

 ４
 年

 度
  

　
唐

 津
 市

 下
 水

 道
 事

 業
 会

 計
 継

 続
 費

 繰
 越

 計
 算

 書

款
項

事
業

名
支

払
義

務
発

生
（

見
込

）
額

翌
年

度
逓

次
繰

越
額

翌
年

度
逓

次
繰

越
額

に
係

る
財

源
内

訳
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報告第１１号 

令和４年度唐津市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定により次の

とおり予算繰越しをしたので、同条第３項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     

－54－



　
地

方
公

営
企

業
法

第
２

６
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
建

設
改

良
費

の
繰

越
額

国
県

補
助

金
企

業
債

工
事

負
担

金
当

年
度

損
益

勘
定

留
保

資
金

円
円

円
円

円
円

円
円

円

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

厳
木

汚
水

幹
線

築
造

（
４

－
１

）
工

事
1
1
8,

72
7,

01
0

1
1
8
,7

2
7
,0

1
0

5
6,

36
4
,0

0
0

62
,3

00
,0

0
0

6
3
,0

1
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

厳
木

汚
水

幹
線

築
造

に
伴

う
配

水
管

移
設

（
４

－
２

）
工

事
1
6
,6

7
6
,0

00
16

,6
7
6
,0

0
0

8
,3

38
,0

0
0

8
,3

0
0,

00
0

3
8
,0

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

厳
木

汚
水

幹
線

及
び

枝
線

布
設

（
４

－
４

）
工

事
4
1
,4

2
4
,9

00
41

,4
2
4
,9

0
0

7
,1

14
,0

0
0

3
4
,3

0
0,

00
0

1
0
,9

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

県
事

業
に

伴
う

大
成

処
理

区
下

水
道

施
設

移
設

（
４

－
１

）
工

事
6
8
,5

2
1
,9

00
68

,5
2
1
,9

0
0

3
8
,5

3
3
,1

7
0

2
9
,9

8
8
,7

3
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

加
部

島
地

区
第

４
M

Ｐ
場

Ｎ
o

．
２

ポ
ン

プ
取

替
工

事
3
,9

6
0
,0

0
0

3,
96

0
,0

0
0

3
,9

0
0
,0

00
6
0
,0

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

唐
津

市
浄

水
セ

ン
タ

ー
ス

ク
リ

ュ
ー

プ
レ

ス
脱

水
機

整
備

工
事

8
0
,7

7
4
,1

00
80

,7
7
4
,1

0
0

8
0
,7

0
0,

00
0

7
4
,1

0
0

着
工

前
に

試
掘

し
た

結
果

、
立

坑
設

置
予

定
箇

所
に

水
道

管
が

露
出

し
、

移
設

に
時

間
を

要
す

る
た

め
年

度
内

の
事

業
完

了
が

困
難

と
な

っ
た

も
の

地
下

埋
設

物
が

輻
輳

し
て

お
り

、
試

掘
調

査
及

び
施

工
計

画
変

更
に

時
間

を
要

し
た

た
め

、
年

度
内

の
事

業
完

了
が

困
難

と
な

っ
た

も
の

入
札

不
調

に
よ

り
期

間
を

要
し

、
ま

た
、

関
係

機
関

等
の

工
事

等
の

遅
れ

に
よ

っ
て

工
程

調
整

に
不

測
の

日
数

を
要

し
た

こ
と

で
着

工
時

期
に

遅
れ

が
生

じ
た

た
め

、
年

度
内

の
事

業
完

了
が

困
難

と
な

っ
た

も
の

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
等

の
影

響
で

部
品

供
給

が
追

い
付

か
ず

、
仮

設
脱

水
機

用
ポ

ン
プ

の
納

品
に

時
間

を
要

し
た

た
め

、
年

度
内

の
事

業
完

了
が

困
難

と
な

っ
た

も
の

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
棚

卸
資

産
の

購
入

限
度

額

説
明

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
等

の
影

響
で

部
品

供
給

が
追

い
付

か
ず

、
ポ

ン
プ

の
納

品
に

時
間

を
要

し
た

た
め

、
年

度
内

の
事

業
完

了
が

困
難

と
な

っ
た

も
の

詳
細

設
計

、
道

路
管

理
者

等
と

の
協

議
に

時
間

を
要

し
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の

令
 和

 ４
 年

 度
  
　

唐
 津

 市
 下

 水
 道

 事
 業

 会
 計

 予
 算

 繰
 越

 計
 算

 書

款
項

事
業

名
予

算
計

上
額

支
払

義
務

発
生

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

不
用

額
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国
県

補
助

金
企

業
債

工
事

負
担

金
当

年
度

損
益

勘
定

留
保

資
金

翌
年

度
繰

越
額

に
係

る
繰

越
を

要
す

る
棚

卸
資

産
の

購
入

限
度

額

説
明

款
項

事
業

名
予

算
計

上
額

支
払

義
務

発
生

額
翌

年
度

繰
越

額

左
の

財
源

内
訳

不
用

額

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

小
川

島
浄

水
セ

ン
タ

ー
Ｎ

o
．

１
ば

っ
気

攪
拌

装
置

更
新

工
事

4
,1

3
6
,0

0
0

4,
13

6
,0

0
0

4
,1

0
0
,0

00
3
6
,0

0
0

1
1

資
本

的
支

出
建

設
改

良
費

向
島

地
区

漁
業

集
落

排
水

施
設

長
寿

命
化

実
施

設
計

業
務

1
2
,3

3
3
,0

00
12

,3
3
3
,0

0
0

1
,8

00
,0

0
0

1
0
,5

0
0,

00
0

3
3
,0

0
0

基
本

設
計

に
お

い
て

処
理

方
法

の
検

討
等

に
時

間
を

要
し

、
年

度
内

の
事

業
完

了
が

困
難

と
な

っ
た

も
の

当
初

取
替

を
予

定
し

て
い

な
か

っ
た

部
品

が
腐

食
に

よ
り

穴
が

開
い

て
お

り
、

取
替

を
行

う
こ

と
と

し
た

が
、

追
加

部
品

の
製

作
に

時
間

を
要

す
た

め
、

年
度

内
の

事
業

完
了

が
困

難
と

な
っ

た
も

の

－56－





報告第１２号 

令和４年度唐津市モーターボート競走事業会計継続費繰越計算書の報 

告について 

 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条の２第１項の規定

により次のとおり予算繰越しをしたので、同項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     
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報告第１３号 

令和４年度唐津市モーターボート競走事業会計予算繰越計算書の報告 

について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第１項の規定により次の

とおり予算繰越しをしたので、同条第３項の規定により報告する。 

  令和５年６月１日 提出 

唐津市長 峰  達 郎     
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